
第５０号議案 

 

蒲郡市モーターボート競走事業臨時従事員の給与の種類及び基準に関する条

例の制定について 

 

蒲郡市モーターボート競走事業臨時従事員の給与の種類及び基準に関する条例を、

次のように制定するものとする。 

 

平成２５年６月１２日提出 

 

蒲郡市長  稲 葉 正 吉 

 

蒲郡市モーターボート競走事業臨時従事員の給与の種類及び基準に関する条

例 

 

別紙のとおり 

 

提案理由 

モーターボート競走事業臨時従事員の給与の種類及び基準に関し必要な事項を定

めるため提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



蒲郡市モーターボート競走事業臨時従事員の給与の種類及び基準に関する条

例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第

２８９号）附則第５項において準用する地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３８条第４項の規定に基づき、蒲郡市モーターボート競走事業臨時従事

員の給与の種類及び基準について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

⑴ 臨時従事員 地方公営企業等の労働関係に関する法律附則第５項の規定が準

用される者で、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条第５項の

規定により、モーターボート競走の開催（蒲郡市営モーターボート競走条例（昭

和３０年蒲郡市条例第１９号）第２条に規定する競走の開催をいう。）の都度又

は市長が必要と認めた日に、期日を定めて蒲郡市モーターボート競走場（以下

「蒲郡市競走場」という。）で雇用されるものをいう。 

⑵ 再雇用臨時従事員 規則で定める定限年齢に達した臨時従事員のうち、市長

が定める手続を経て引き続き蒲郡市競走場で雇用される者をいう。 

⑶ 臨時従事員登録者名簿 臨時従事員（再雇用臨時従事員を除く。）として雇用

される者の氏名、住所その他雇用に必要な事項を記載した名簿をいう。 

⑷ 在籍期間 臨時従事員登録者名簿に登録された日から登録を取り消された日

までの期間をいう。 

（給与の種類） 

第３条 臨時従事員の給与の種類は、基本賃金、職務手当、時間外勤務手当、通勤

手当、記録手当、特別手当、期末手当及び退職手当とする。 

（基本賃金） 

第４条 基本賃金は、日額とし、全国のモーターボート競走場で臨時従事員と同等

の職務で働く者の基本賃金の実情及び蒲郡市競走場の経営状況を考慮して規則で

定める。 

（職務手当） 



第５条 職務手当は、規則で定める特定の職にある臨時従事員が、当該職務に従事

した場合に支給する。 

（時間外勤務手当） 

第６条 時間外勤務手当は、所定の勤務時間（規則で定める勤務時間をいう。以下

同じ。）以外の時間に勤務をすることを命ぜられた臨時従事員に対して、その所定

の勤務時間以外の時間に勤務した全時間について支給する。 

（通勤手当） 

第７条 通勤手当は、臨時従事員が通勤した場合にその通勤距離及び通勤方法に応

じて支給する。 

（記録手当） 

第８条 記録手当は、１日の勝舟投票券の売上額（蒲郡市競走場内の売上額に限る。）

が、規則で定める区分ごとの従来の最高売上額を超えた場合に、当該開催日に勤

務した臨時従事員に対して支給する。 

（特別手当） 

第９条 特別手当は、規則で定める特定日に勤務した臨時従事員、ナイター勤務（ナ

イター競走（２０時を超えた時間帯に合わせて最終競走発走を設定して行われる

モーターボート競走法（昭和２６年法律第２４２号）第２条第１項に規定するモ

ーターボート競走をいう。）に係る勤務をいう。）した臨時従事員及び早朝勤務（所

定の勤務時間の開始時刻を８時以前に定める勤務をいう。）した臨時従事員に対し

て支給する。 

（期末手当） 

第１０条 期末手当は、臨時従事員の勤務実績に応じ、蒲郡市競走場の経営状況そ

の他を考慮して支給する。 

（退職手当） 

第１１条 退職手当は、臨時従事員の在籍期間が１年以上の者が臨時従事員登録者

名簿から登録の取消しを受けた場合（以下「退職」という。）に支給する。 

２ 退職した者が次の各号のいずれかに該当するときは、市長は、当該退職した者

に対し、退職手当の全部又は一部を支給しない。 

⑴ 地方公務員法第２９条の規定による懲戒免職の処分を受けた者 

⑵ 地方公務員法第２８条第４項の規定による失職（同法第１６条第１号に該当

する場合を除く。）をした者 



⑶ 地方公営企業等の労働関係に関する法律第１２条の規定に該当し退職させら

れた者 

⑷ その他規則で定める制裁を受けて退職した者 

３ 在籍期間中に前項の処分に相当する行為をしたと認められる者に係る退職手当

については、市長が定める手続を経て、支払われる前にあってはその支給を制限

し、支払われた後にあっては返納又は納付をさせることができる。 

（給与の減額） 

第１２条 臨時従事員が所定の勤務時間中に勤務しないときは、その勤務しないこ

とにつき特に承認があった場合を除くほか、その勤務しない時間につき、勤務時

間当たりの基本賃金、職務手当、記録手当及び特別手当を減額して支給する。 

（委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前に臨時従事員に関して市長が定めた規則（その他これらに類

する規程を含む。）の規定に基づき、この条例の施行日の前日までの勤務について支

給された臨時従事員の給与の性格を有する一切の給付は、この条例の規定により支

給した給与とみなす。 


